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ソフトウェア企業所得税優遇政策の執行に関連する問題についての公告 

（国家税務総局公告 2013年第 43号として 2013年 7月 25日発布、2011年 1月 1日施

行） 

 

「中華人民共和国企業所得税法」及びその実施条例、「ソフトウェア産業及び集積回路産

業の発展を更に奨励する若干の政策の印刷発布に関する国務院の通知」（国発〔2011〕4号）、

「ソフトウェア産業及び集積回路産業の発展を更に奨励する企業所得税政策に関する財政

部及び国家税務総局の通知」（財税〔2012〕27号）、「ソフトウェア及び集積回路企業の認定

管理に関連する問題についての国家税務総局の公告」（国家税務総局公告 2012 年第 19 号）

並びに「ソフトウェア企業認定管理弁法」（工信部聯軟〔2013〕64号）の規定に基づき、財

政部との協議を経て、ここに、ソフトウェア企業所得税優遇政策の貫徹実行に関連する問題

について次のとおり公告する。 

 

一、ソフトウェア企業所得税優遇政策は、認定を経ており、かつ、帳簿調査徴収方式を実行

するソフトウェア企業に適用する。ここにいう「認定を経ている」とは、国が規定するソ

フトウェア企業認定機構によりソフトウェア企業認定管理の関連規定に従って認定が行

われ、かつ、ソフトウェア企業認定証書を取得していることをいう。 

二、ソフトウェア企業の収入総額とは、「企業所得税法」第 6条所定の収入総額をいう。 

三、ソフトウェア企業の利益獲得年度とは、ソフトウェア企業が生産経営を開始した後、課

税所得額がゼロを上回った最初の納税年度をいい、これには、企業所得税について査定徴

収方式を実行する納税年度も含む。 

  ソフトウェア企業が定期減免税優遇を享受する期間は、連続して計算しなければなら

ず、途中での欠損発生その他の原因により中断してはならない。 

四、国に別段の政策規定（国家自主創新模範区に対する規定を含む。）がある場合を除き、

ソフトウェア企業の研究開発費用の計算基準は、「『企業研究開発費用税前控除管理弁法

（試行）』の印刷発布に関する国家税務総局の通知」（国税発〔2008〕116号）の規定に従

い執行する。 

五、2010年 12月 31日以前に法により中国国内に成立したものの、未だ認定されていない

ソフトウェア企業は、「企業所得税に係る若干の優遇政策に関する財政部及び国家税務総

局の通知」（財税〔2008〕1号）第 1条の規定及び「ソフトウェア企業認定基準及び管理

弁法（試行）」（信部聯産〔2000〕968号）の認定条件になお従って関連手続を行い、かつ、

期間満了まで継続して享受する。優遇期間内は、また信部聯産〔2000〕968号の認定条件

に従って年度審査を行う。 

六、本公告は、2011 年 1 月 1 日から執行する。このうち、2011 年 1 月 1 日以降に法によ

り中国国内に成立したソフトウェア企業の認定管理の整合性問題については、なお国家

税務総局公告 2012 年第 19 号の規定に従い執行する。2010 年 12 月 31 日以前に法によ
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り中国国内に成立したソフトウェア企業の政策及び認定管理の整合性問題については、

本公告第 5 条の規定に従い執行する。集積回路生産企業及び集積回路設計企業の認定及

び優遇管理に関わる上記事項については、本公告に従い執行する。 

 

特にここに公告する。 

 

（法令原文名称：关于执行软件企业所得税优惠政策有关问题的公告） 


